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１Ｉ０５ 

科学技術に対する国民意識調査の統計解析による政策アプローチ 

 

 
○細坪護挙（科学技術・学術政策研究所） 

 

 

 
Ⅰ．科学技術国民意識調査の考え方 

1. 当所では、科学技術に対する国民意識変化を探るた

め、2009 年 11 月-2012 年 3 月の毎月月末にインターネ

ット調査(以下ネット調査)実施した。政策基礎資料と

して収集され、反復調査であり、パネルデータではな

い。調査結果の報告書[1]及びネット調査の個票データ

を web で公開している。 

http://www.nistep.go.jp/research/the-relationshi

p-of-science-and-technology-with-society/public-

attitudes-survey-result 若しくは 

”科学技術 意識調査 個票”で検索・ダウンロード 

調査では、客観的事実収集も一部あるが、主観デー

タ収集が第一義で、政府統計に該当せず。回答者母集

団の偏り、属性変量・水準の設定の異なりを考慮し、

2010年 4月-11年3月(前期)、2011年 6月-12年3月(後

期)を別々に分析。東日本大震災(11 年 3 月)を跨ぐの

は会計年度の都合である。 

2. 公開データ：主な変量（主観変量）順序尺度 

・科学技術についてのニュースや話題に対する関心度

(以下科学技術関心度,4:水準数,前後共通) 

【関心有無】米国 NASA 宇宙開発,日本人宇宙飛行士 ISS

活動,iPS 細胞研究実用化,感染症対策ワクチン接種,電

気自動車開発進展普及促進,LED 照明利用,省エネ(2,共

通),ノーベル賞受賞(2,前期),緊急地震速報システム,

はやぶさ活動微粒子分析,東日本大震災原子力発電所

事故影響,人遺伝子情報解析,ロボット技術研究・実用

化,改正臓器移植法施行後動き,インターネット利用犯

罪,レアアース代替品研究開発,花粉症食物アレルギー

原因究明対処法(2,後期)である。 

【社会実現重要性+科学技術寄与期待:各 21 変量】CO2

削減等低炭素社会実現重要度、資源再生利用等循環型

社会実現、地球規模食料水問題解決、資源エネルギー

問題解決、高水準医療提供、高齢者自立生活社会実現、

自然災害予知被害軽減、テロ等不安脅威解消、インフ

ルエンザ等感染症対策推進、食安全確保、安全安心原

子力開発利用、迅速安全交通システム整備、日本経済

的国際競争力維持向上、新産業雇用創出、情報利用高

度化効率的便利社会実現、快適住環境確保、宇宙海洋

等未知領域解明、自然環境保全環境浄化技術向上、日

本学問水準向上、科学的知識思考力普及社会実現、仕

事生活利便性向上(5,共通)である。 

【重要性：4 変量】創造性豊優研究者育成、大学等研

究教育積極的支援、課題解決国公的機関研究開発、社

会経済活動革新研究成果実用化(5,共通) 

3. 調査手法：回答者が自主的に調査会社に登録し、

様々な社会調査から本調査を選択し回答。毎月 600

名・男女同数・15-70 歳の年代は概ね同数。回答者は

国勢調査と比し都市部に多く、高学歴。廉価・迅速で

継続調査の政策意義大。全調査期間中、延べ 4 社が落

札。参考値の属性変量[3]・水準設定が異なり、時点全

部は接続困難である。 

Ⅱ．本調査研究目的と分析の考え方 

1. 調査分析例:科学技術関心度の向上方策 

実務的な先行調査研究は見当たらず。目的変量：科

学技術関心度([科関]4 水準 k=1:非常に関心がある,2:
どちらかというと関心がある,3:どちらかというと関

心がない,4:全く関心がない)に回答者属性変量と主観

変量を説明変量：多項ロジスティック回帰(M-Logit)

後、AIC ステップワイズ変数増減法(AIC-s)で最適モデ

ル探索[4]-[7]。 

 
2. 課題と対処策：職業、業種など水準数が多い属性変

量を説明変量に含むと、AIC-s での AIC の増減が激し

く、特に標本数少水準の係数推定値は突出しやすい。

従前の大学調査研究[8]-[11]と異なり、事前の順序性

等による水準併合知見なし。一方、政策意義大の変量。

丸ごと落とすのは実務上不適切である。そこで、mpzj

水準を持つ pzj 個の属性変量(j=1,2,…J)を 2 水準の

Σj=1J(mpzj-1)変量に分解(分解法)後に AIC-s。即ち、変量

のどの水準に該当するか、から、個別変量の該当・非

該当(2 水準)、に見方を変える。 

【長所】元データの誤判別率が少し低い・最適モデル

に属性情報が残りやすい・最適モデルの係数推定値か

ら常識的解釈可能。 

【短所】変量分解前の最適モデルと比べ AIC が大きい

場合が多い・最適モデルが長い・変量増のため AIC-s

の計算量増大。 

そこで、両手法の最適モデルを求めて、推定モデル

の共通項等から解釈する。 

3. 説明変量のうち属性変量： 

共≠前後(水準設定が異) 

[観測時点](前後),[性別](共),[年代](共),[未既

婚](共),[最終学歴](前後),[居住地域](共), 
[同居子ども数](共),[年収](前),[世帯税込年収](後) 

前：[同居形態],[同居人数],[持ち家形態],[職種],[業

種],[担当業務],[企業人数],[勤務先人数],[国内

外],[就業場所],[共働き],[同居子ども学齢],[PC 台

数],[モバイル数](ノートPC,PDA類),[TV数],[新聞購
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上に科学技術寄与を期待し、資源再生利用等循環型社

会実現・宇宙海洋等未知領域解明に期待せず、迅速安

全交通システム整備を重視せず。 

 
図表 2 インターネット利用時間別観測度数 

 
図表 3 1-5 時間ネット利用該当・非該当者数と科学技

術関心度との関係(n=10,163) 

 
図表 4 40 時間以上ネット利用該当・非該当者数と科学

技術関心度との関係(n=10,163) 
 

【40 時間以上(図表 4)】 

通常法:AIC=6474,df=122,BIC=7356,1-G=0.893 

分割法:AIC=6518,df=181,BIC=7826,1-G=0.893 

科学技術関心度高 

・男性・未婚・中卒・経営者/役員・PC/モバイル 3 台

以上が多く、ノーベル賞受賞に関心なし。 

・仕事生活利便性向上に科学技術寄与を期待し、迅速

安全交通システム整備を重視する。 

以上から、インターネット利用と科学技術関心度は深

く関係すると考えられるとともに、将来、インターネ

ット利用時間は更に増加と考えられ、効果的なネット

情報提供が必要である。 

 更に、ネット利用時間 1-5 時間：科学技術関心度低、

40 時間以上：同高、とそれ以外の利用時間を基準とし

た目的変量(3)を設定し、M-Logit・AIC-s で両者の回

答者属性の差異から関心度向上策を探る。最適モデル

から、1-5 時間：科学技術関心度低、40 時間以上：同

高を再現した。 

通常法：AIC=17496,df=132,BIC=18450,1-G=0.624 

分割法：AIC=17598,df=342,BIC=20068,1-G=0.624 

属性:1-5 時間 既婚・同居子ども 2 人・技術専門職/教

職員/医師等/高校生・新聞 1-2 誌が多い 

40 時間以上 男性・45-54 歳・未婚・経営者/役員・PC3

台以上・賃貸集合住宅者が多い 

関心:1-5 時間 感染症対策ワクチン接種に関心有 

科学技術寄与:1-5 時間 快適な住環境確保に期待 

40 時間以上 宇宙海洋等未知領域解明に期待するが、

CO2 削減等低炭素社会実現,高水準医療提供に期待せず。 

以上から、1-5 時間の回答者は 40 時間以上に比べ、

より身近な人間関係に関する事柄への関心・期待傾向

が判明した。 

3. 科学技術関心度：最も信頼している手段別・ 

・科学技術関心度と最も信頼している手段の標本数の

カイ二乗独立性検定：全手段 P 値=0.000,TV P 値=0.000,

新聞 P 値=0.013,インターネット P 値=0.000,ラジオ 

P 値=0.312,週刊誌等の一般雑誌 P 値=0.372,専門書や

学術雑誌 P 値=0.000,友人・知人(職場の同僚を含む)

との会話 P 値=0.421,家族との会話 P 値=0.222,SNS P

値=0.208,特にない P 値=0.206 である。 

・CA 検定：TV P 値=0.000,新聞 P 値=0.037,インター

ネット P 値=0.000,ラジオ P 値=0.336,週刊誌等の一

般雑誌 P 値=0.098,専門書や学術雑誌 P 値=0.000,友

人・知人(職場の同僚を含む)との会話 P 値=0.574,家

族との会話 P 値=0.180,SNS P 値=0.130,特にない P 値

=0.099 

 
図表 5 (現在の福島第１原子力発電所の事故の情報の

入手手段として)最も信頼している手段の観測度数

(2011 年 6 月-12 年 3 月,n=5,370) 
 

【TV(図表 6)】 

通常法：AIC=6989,df=96,BIC=7619,1-G=0.645 

分割法：AIC=6938,df=72,BIC=7413,1-G=0.645 

科学技術関心度低 

・女性・同居子ども 1-2 人が多く、緊急地震速報シス

テム・改正臓器移植法施行後動きに関心あり、レアア

ース代替品研究開発・東日本大震災原子力発電所事故

影響・インターネット利用犯罪に関心なし。CO2 削減

等低炭素社会の実現に科学技術の寄与を期待する。 

読数],[インターネット利用時間],[携帯 PHS 数] 

後：[現在職業],[職業],[最も信頼している手段] 

政府政策手法(≒影響を及ぼし得る変量・水準)は限

界があり、可能性がありそうな学校教育関連と情報発

信手段に焦点を絞る。本調査結果の解釈では、各属性

xiへの βkの推定値を標準誤差で割って得た z値から「効

果の有無、高低」を判断する。 

4. 科学技術関心度の推定結果と解釈 

科学技術関心度の 4 水準のうち、度数と重要性の小

さい k=3,4 を併合した推定の結果、1-誤判別率=1-G と

すると、 

前: 

通常法:AIC=15874,df=184,BIC=17204,1-G=0.640 

分割法:AIC=15860,df=370,BIC=18533,1-G=0.655 

後: 

通常法:AIC= 8860,df=176,BIC=10020,1-G=0.629 

分割法:AIC= 8833,df=168,BIC= 9940,1-G=0.632 

(1)[観測時点]：10 年 6-9 月に関心高 

(2)[性別]:男性の関心高(共) 

(3)[年代]:15-19,55 歳以上の関心高(前) 

(4)[未既婚]:未婚者の関心高(後) 

(5)[最終学歴]:院卒者は関心高(共) 

(6)[職種・業種・業務・職業]: 

・公務員非営利団体/技術専門/教職員の関心高(前)、

研究開発職の関心高(前) 

(7)[同居人数]:2 人の関心高(前) 

(8)[同居子ども数]:子どもがいると関心高(共) 

(9)[同居子ども学齢]:大学院の子がいるとやや関心高

(前) 

(10)[PC 台数]:2 台以上持つ者は関心高(前) 

(11)[モバイル数]:3 台以下持つ者は関心高(前) 

(12)[TV 数]:2 台持つ者は関心低(前) 

(13)[新聞購読数]:3 誌以上購読者は関心高(前) 

(14)[インターネット利用時間]:週 40 時間以上利用者

は関心高(前) 

(15)(後期:世帯税込)年収:200-300,500-600 万円

(前),600-700 万円(後)関心高 

科学技術関連の情報への接触度が高い人ほど科学技

術に関心を持つ。これは当然で科学技術に「元々」関

心があるから。自己探索情報量が多い人は科学技術関

心度をもつ潜在的可能性があると仮定すると、具体的

にどのような情報発信方法等が効果的、内容が期待さ

れるか。 

下記を目的変量とした二項ロジスティック回帰

(Logit)・AIC-s による意識比較 

・手段(PC(Server,WS 含む),モバイル,携帯 PHS, 

TV,新聞)の有無別(前) 

・インターネット利用時間別(前) 

・(回答者が)最も信頼している手段(後) 

・同居子ども学齢別(前) 

・若年回答者年齢別(共) 

 

Ⅲ．科学技術関心度：ロジスティック回帰分析 

1. 科学技術関心度：手段の有無別 

・科学技術関心度と手段の有無標本数のカイ二乗独立

性検定：n=10,163(前), PC P 値=0.000,モバイル P 値

=0.000,携帯 PHS P 値=0.451,TV P 値=0.064,新聞 P 値

=0.000 となる。 

・Cochran-Armitage(CA)検定：PC P 値=0.000,モバイ

ル P 値=0.000,携帯 PHS P 値=0.776,TV P 値=0.330,新

聞 P 値=0.000 となり、PC、モバイル、新聞の有無と

科学技術関心度との関係が示唆。 

※ Logit・AIC-s で説明変量の科学技術関心度が関係

しない分析結果は本稿では省略する。 

【PC 有無(図表 1)】 

通常法：AIC=1659,df=59,BIC=2085,1-G=0.979 

・PC 有りで科学技術関心度高く、男性・20 歳以上・新

聞 1 誌・携帯 PHS1-2 台が多い。 

PC では科学技術全般の関心度が高く、他手段は関心

と直接関係しない。モバイルや新聞では個別課題に関

心・期待を持つ模様。本調査では、TV>PC>携帯 PHS>新

聞>モバイルの順に普及しているが、実際の手段の普及

程度と異なると想定されることに注意。意識は普及程

度より、自己検索の可能性に依存と思量される。 

 
図表 1 PC/SV/WS の有無(有/該当が線、無/非該当が

棒:以下同じ)と科学技術関心度との関係(2010 年 4 月

-11 年 3 月, n=10,163) 
 

現実の政策手段では、パンフレットや web,SNS 等。

紙媒体は、読者の関心が身近なものや話題性の高いも

のに偏りがちで、同時に影響力も限定的であり、イン

ターネットの活用が必要である。 

2.科学技術関心度：インターネット(週)利用時間別 

・科学技術関心度とネット利用時間標本数のカイ二乗

独立性検定：全時間区分 P 値=0.000(df=18), 

0-1 時間 P 値=0.000,1-5 時間 P 値=0.000,5-10 時間 P

値=0.007,10-20 時間 P 値=0.956,20-30 時間 P 値

=0.295,30-40時間 P値=0.133,40時間以上 P値=0.000 

である。 

・CA 検定：0-1 時間 P 値=0.000,1-5 時間 P 値

=0.000,5-10 時 間  P 値 =0.005,10-20 時 間  P 値

=0.888,20-30 時間 P 値 =0.055,30-40 時間 P 値

=0.022,40 時間以上 P 値=0.000 となる。 

【1-5 時間(図表 3)】 

通常法:AIC=11617,df= 97,BIC=12318,1-G=0.733 

分割法:AIC=11675,df=190,BIC=13048,1-G=0.734 

 科学技術関心度低 

・既婚・同居子ども 2 人・医療関係者・新聞 1-2 誌が

多く、感染症対策ワクチン接種に関心あり。 

・テロ等不安脅威解消・日本経済的国際競争力維持向
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上に科学技術寄与を期待し、資源再生利用等循環型社

会実現・宇宙海洋等未知領域解明に期待せず、迅速安

全交通システム整備を重視せず。 

 
図表 2 インターネット利用時間別観測度数 

 
図表 3 1-5 時間ネット利用該当・非該当者数と科学技

術関心度との関係(n=10,163) 

 
図表 4 40 時間以上ネット利用該当・非該当者数と科学

技術関心度との関係(n=10,163) 
 

【40 時間以上(図表 4)】 

通常法:AIC=6474,df=122,BIC=7356,1-G=0.893 

分割法:AIC=6518,df=181,BIC=7826,1-G=0.893 

科学技術関心度高 

・男性・未婚・中卒・経営者/役員・PC/モバイル 3 台

以上が多く、ノーベル賞受賞に関心なし。 

・仕事生活利便性向上に科学技術寄与を期待し、迅速

安全交通システム整備を重視する。 

以上から、インターネット利用と科学技術関心度は深

く関係すると考えられるとともに、将来、インターネ

ット利用時間は更に増加と考えられ、効果的なネット

情報提供が必要である。 

 更に、ネット利用時間 1-5 時間：科学技術関心度低、

40 時間以上：同高、とそれ以外の利用時間を基準とし

た目的変量(3)を設定し、M-Logit・AIC-s で両者の回

答者属性の差異から関心度向上策を探る。最適モデル

から、1-5 時間：科学技術関心度低、40 時間以上：同

高を再現した。 

通常法：AIC=17496,df=132,BIC=18450,1-G=0.624 

分割法：AIC=17598,df=342,BIC=20068,1-G=0.624 

属性:1-5 時間 既婚・同居子ども 2 人・技術専門職/教

職員/医師等/高校生・新聞 1-2 誌が多い 

40 時間以上 男性・45-54 歳・未婚・経営者/役員・PC3

台以上・賃貸集合住宅者が多い 

関心:1-5 時間 感染症対策ワクチン接種に関心有 

科学技術寄与:1-5 時間 快適な住環境確保に期待 

40 時間以上 宇宙海洋等未知領域解明に期待するが、

CO2 削減等低炭素社会実現,高水準医療提供に期待せず。 

以上から、1-5 時間の回答者は 40 時間以上に比べ、

より身近な人間関係に関する事柄への関心・期待傾向

が判明した。 

3. 科学技術関心度：最も信頼している手段別・ 

・科学技術関心度と最も信頼している手段の標本数の

カイ二乗独立性検定：全手段 P 値=0.000,TV P 値=0.000,

新聞 P 値=0.013,インターネット P 値=0.000,ラジオ 

P 値=0.312,週刊誌等の一般雑誌 P 値=0.372,専門書や

学術雑誌 P 値=0.000,友人・知人(職場の同僚を含む)

との会話 P 値=0.421,家族との会話 P 値=0.222,SNS P

値=0.208,特にない P 値=0.206 である。 

・CA 検定：TV P 値=0.000,新聞 P 値=0.037,インター

ネット P 値=0.000,ラジオ P 値=0.336,週刊誌等の一

般雑誌 P 値=0.098,専門書や学術雑誌 P 値=0.000,友

人・知人(職場の同僚を含む)との会話 P 値=0.574,家

族との会話 P 値=0.180,SNS P 値=0.130,特にない P 値

=0.099 

 
図表 5 (現在の福島第１原子力発電所の事故の情報の

入手手段として)最も信頼している手段の観測度数

(2011 年 6 月-12 年 3 月,n=5,370) 
 

【TV(図表 6)】 

通常法：AIC=6989,df=96,BIC=7619,1-G=0.645 

分割法：AIC=6938,df=72,BIC=7413,1-G=0.645 

科学技術関心度低 

・女性・同居子ども 1-2 人が多く、緊急地震速報シス

テム・改正臓器移植法施行後動きに関心あり、レアア

ース代替品研究開発・東日本大震災原子力発電所事故

影響・インターネット利用犯罪に関心なし。CO2 削減

等低炭素社会の実現に科学技術の寄与を期待する。 

読数],[インターネット利用時間],[携帯 PHS 数] 

後：[現在職業],[職業],[最も信頼している手段] 

政府政策手法(≒影響を及ぼし得る変量・水準)は限

界があり、可能性がありそうな学校教育関連と情報発

信手段に焦点を絞る。本調査結果の解釈では、各属性

xiへの βkの推定値を標準誤差で割って得た z値から「効

果の有無、高低」を判断する。 

4. 科学技術関心度の推定結果と解釈 

科学技術関心度の 4 水準のうち、度数と重要性の小

さい k=3,4 を併合した推定の結果、1-誤判別率=1-G と

すると、 

前: 

通常法:AIC=15874,df=184,BIC=17204,1-G=0.640 

分割法:AIC=15860,df=370,BIC=18533,1-G=0.655 

後: 

通常法:AIC= 8860,df=176,BIC=10020,1-G=0.629 

分割法:AIC= 8833,df=168,BIC= 9940,1-G=0.632 

(1)[観測時点]：10 年 6-9 月に関心高 

(2)[性別]:男性の関心高(共) 

(3)[年代]:15-19,55 歳以上の関心高(前) 

(4)[未既婚]:未婚者の関心高(後) 

(5)[最終学歴]:院卒者は関心高(共) 

(6)[職種・業種・業務・職業]: 

・公務員非営利団体/技術専門/教職員の関心高(前)、

研究開発職の関心高(前) 

(7)[同居人数]:2 人の関心高(前) 

(8)[同居子ども数]:子どもがいると関心高(共) 

(9)[同居子ども学齢]:大学院の子がいるとやや関心高

(前) 

(10)[PC 台数]:2 台以上持つ者は関心高(前) 

(11)[モバイル数]:3 台以下持つ者は関心高(前) 

(12)[TV 数]:2 台持つ者は関心低(前) 

(13)[新聞購読数]:3 誌以上購読者は関心高(前) 

(14)[インターネット利用時間]:週 40 時間以上利用者

は関心高(前) 

(15)(後期:世帯税込)年収:200-300,500-600 万円

(前),600-700 万円(後)関心高 

科学技術関連の情報への接触度が高い人ほど科学技

術に関心を持つ。これは当然で科学技術に「元々」関

心があるから。自己探索情報量が多い人は科学技術関

心度をもつ潜在的可能性があると仮定すると、具体的

にどのような情報発信方法等が効果的、内容が期待さ

れるか。 

下記を目的変量とした二項ロジスティック回帰

(Logit)・AIC-s による意識比較 

・手段(PC(Server,WS 含む),モバイル,携帯 PHS, 

TV,新聞)の有無別(前) 

・インターネット利用時間別(前) 

・(回答者が)最も信頼している手段(後) 

・同居子ども学齢別(前) 

・若年回答者年齢別(共) 

 

Ⅲ．科学技術関心度：ロジスティック回帰分析 

1. 科学技術関心度：手段の有無別 

・科学技術関心度と手段の有無標本数のカイ二乗独立

性検定：n=10,163(前), PC P 値=0.000,モバイル P 値

=0.000,携帯 PHS P 値=0.451,TV P 値=0.064,新聞 P 値

=0.000 となる。 

・Cochran-Armitage(CA)検定：PC P 値=0.000,モバイ

ル P 値=0.000,携帯 PHS P 値=0.776,TV P 値=0.330,新

聞 P 値=0.000 となり、PC、モバイル、新聞の有無と

科学技術関心度との関係が示唆。 

※ Logit・AIC-s で説明変量の科学技術関心度が関係

しない分析結果は本稿では省略する。 

【PC 有無(図表 1)】 

通常法：AIC=1659,df=59,BIC=2085,1-G=0.979 

・PC 有りで科学技術関心度高く、男性・20 歳以上・新

聞 1 誌・携帯 PHS1-2 台が多い。 

PC では科学技術全般の関心度が高く、他手段は関心

と直接関係しない。モバイルや新聞では個別課題に関

心・期待を持つ模様。本調査では、TV>PC>携帯 PHS>新

聞>モバイルの順に普及しているが、実際の手段の普及

程度と異なると想定されることに注意。意識は普及程

度より、自己検索の可能性に依存と思量される。 

 
図表 1 PC/SV/WS の有無(有/該当が線、無/非該当が

棒:以下同じ)と科学技術関心度との関係(2010 年 4 月

-11 年 3 月, n=10,163) 
 

現実の政策手段では、パンフレットや web,SNS 等。

紙媒体は、読者の関心が身近なものや話題性の高いも

のに偏りがちで、同時に影響力も限定的であり、イン

ターネットの活用が必要である。 

2.科学技術関心度：インターネット(週)利用時間別 

・科学技術関心度とネット利用時間標本数のカイ二乗

独立性検定：全時間区分 P 値=0.000(df=18), 

0-1 時間 P 値=0.000,1-5 時間 P 値=0.000,5-10 時間 P

値=0.007,10-20 時間 P 値=0.956,20-30 時間 P 値

=0.295,30-40時間 P値=0.133,40時間以上 P値=0.000 

である。 

・CA 検定：0-1 時間 P 値=0.000,1-5 時間 P 値

=0.000,5-10 時 間  P 値 =0.005,10-20 時 間  P 値

=0.888,20-30 時間 P 値 =0.055,30-40 時間 P 値

=0.022,40 時間以上 P 値=0.000 となる。 

【1-5 時間(図表 3)】 

通常法:AIC=11617,df= 97,BIC=12318,1-G=0.733 

分割法:AIC=11675,df=190,BIC=13048,1-G=0.734 

 科学技術関心度低 

・既婚・同居子ども 2 人・医療関係者・新聞 1-2 誌が

多く、感染症対策ワクチン接種に関心あり。 

・テロ等不安脅威解消・日本経済的国際競争力維持向
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通常法：AIC=3417,df= 79,BIC=3988,1-G=0.928 

分割法：AIC=2143,df=379,BIC=4882,1-G=0.975 

科学技術関心度やや高 

・30-49 歳・年収 100-200 万円未満が多い 

・食の安全確保に科学技術の寄与を期待 

 
図表 9 子ども(幼児)と同居する人・そうでない人と科

学技術関心度との関係(n=10,163) 
 

【同居子ども大学院生】 

通常法：AIC=410,df=122,BIC=1292,1-G=0.998 

分割法：AIC=402,df=139,BIC=1407,1-G=0.998 

科学技術関心度やや高 

・25-29/50-64 歳・携帯 PHS3 台以上が多く、NASA 宇宙

開発・ノーベル賞受賞・電気自動車開発進展普及促進

に関心あり、感染症対策ワクチン接種に関心なし。 

・資源エネルギー問題解決・高齢者自立生活社会実現・

快適住環境確保に科学技術の寄与を期待。課題解決国

公的機関研究開発・インフルエンザ等感染症対策推

進・安全安心原子力開発利用・宇宙海洋等未知領域解

明・自然環境保全環境浄化技術向上・仕事生活利便性

向上の社会実現を重視。 

 以上の結果から、特に幼児・児童(小学生まで)の子

どもと同居する場合、科学技術関心度がやや高い。想

定される理由としては、 

・育児・子育てに求められる科学技術 

例：感染症対策ワクチン接種、食の安全確保 

・当該子の将来への期待 

例：宇宙海洋等未知領域解明の社会実現 

これらのニーズに応える施策も必要であるとともに、

回答者の年齢も検討すべきである。 

5. 科学技術関心度：若年回答者年齢別 

・科学技術関心度と若年回答者年齢別標本数のカイ二

乗独立性検定：冒頭数字は標本数 

15 歳 前 131:P 値 = 0.009, 後  24:P 値 = 0.936 

16 歳 前 229:P 値 = 0.004, 後  95:P 値 = 0.590 

17 歳 前 274:P 値 = 0.008, 後 155:P 値 = 0.290 

18 歳 前 410:P 値 = 0.000, 後 190:P 値 = 0.012 

19 歳 前 648:P 値 = 0.006, 後 350:P 値 = 0.301 

20+21 歳 前 187:P 値 = 0.427, 後 140:P 値 = 0.027 

21+22 歳 前 213:P 値 = 0.239, 後 165:P 値 = 0.023 

22+23 歳 前 249:P 値 = 0.126, 後 160:P 値 = 0.110 

23+24 歳 前 268:P 値 = 0.315, 後 140:P 値 = 0.015 

・CA 検定 

15 歳 前:P 値 = 0.327, 後:P 値 = 0.638 

16 歳 前:P 値 = 0.817, 後:P 値 = 0.516 

 17 歳 前:P 値 = 0.048, 後:P 値 = 0.762 

 18 歳 前:P 値 = 0.687, 後:P 値 = 0.380 

 19 歳 前:P 値 = 0.296, 後:P 値 = 0.190 

20+21 歳 前:P 値 = 0.315, 後:P 値 = 0.065 

21+22 歳 前:P 値 = 0.423, 後:P 値 = 0.338 

22+23 歳 前:P 値 = 0.789, 後:P 値 = 0.859 

23+24 歳 前:P 値 = 0.474, 後:P 値 = 0.978 

 
図表 10 回答者が 17 歳か否かと科学技術関心度との関

係(前期 n=10,163) 
 

【17 歳回答者(図表 10)】 

前 通常法:AIC=1577,df=96,BIC=2271,1-G=0.975 

 分割法:AIC=1566,df=118,BIC=2419,1-G=0.976 

・科学技術関心度高、日本人宇宙飛行士の ISS 活動・

省エネに関心なし 

後 通常法:AIC=586,df=45,BIC=882,1-G=0.977 

分割法:AIC=561,df=40,BIC=825,1-G=0.978 

・インターネット利用犯罪に関心なし 

【科学技術寄与】前:高齢者自立生活社会実現に期待せ

ず 

後:高齢者自立生活社会実現・自然環境保全環境浄化技

術向上に期待する 

【社会実現重視】前:安全安心原子力開発利用・課題解

決国公的機関研究開発を重視する 

後:大学等研究教育積極的支援・テロ等不安脅威解消を

重視し、社会経済活動革新研究成果実用化・CO2 削減

等低炭素社会実現・高齢者自立生活社会実現を重視せ

ず 

【18 歳回答者】 

前 通常法:AIC=2607,df=77,BIC=3163,1-G=0.960 

  分割法:AIC=2574,df=126,BIC=3485,1-G=0.959 

・科学技術関心度やや低、PC1 台が多く、電気自動車

開発進展普及促進に関心なし 

後 通常法:AIC=1128,df=60,BIC=1524,1-G=0.967 

  分割法:AIC=1107,df=80,BIC=1634,1-G=0.969 

・インターネット利用犯罪に関心あり、NASA 宇宙開発

に関心なし 

【科学技術寄与】前:食安全確保に期待 

後:自然環境保全環境浄化技術向上に期待せず 

【社会実現重視】前:自然環境保全環境浄化技術向上を

重視、CO2 削減等低炭素社会実現を重視せず 

後:課題解決国公的機関研究開発を重視、社会経済活動

革新研究成果実用化を重視せず 

 

 
図表 6 TV を最も信頼する人・そうでない人と科学技術

関心度との関係(n=5,370) 
 

【専門書や学術雑誌】 

通常法：AIC=926,df=61,BIC=1328,1-G=0.981 

分割法：AIC=896,df=49,BIC=1219,1-G=0.981 

科学技術関心度高 

・技術的職業/学生が多く、iPS 細胞研究実用化・イン

ターネット利用犯罪に関心あり、緊急地震速報システ

ムに関心なし。大学等研究教育への積極的な支援・イ

ンフルエンザ等感染症対策推進を重視し、資源再生利

用等循環型社会実現の科学技術寄与を期待しない。 

 
図表 7 インターネットを最も信頼する人・そうでない

人と科学技術関心度との関係(n=5,370) 
 

【インターネット(SNS 以外の web サイト)図表 7】 

通常法：AIC=5062,df=67,BIC=5503,1-G=0.800 

分割法：AIC=5032,df=96,BIC=5665,1-G=0.804 

科学技術関心度高 

・男性・東京・25-39 歳が多く、東日本大震災原子力

発電所事故影響・インターネット利用犯罪に関心あり、

日本人宇宙飛行士 ISS 活動に関心なし。 

宇宙海洋等未知領域解明に科学技術寄与を期待し、

CO2 削減等低炭素社会実現に期待せず。社会経済活動

革新研究成果実用化・食安全確保を重視し、課題解決

国公的機関研究開発を重視せず。 

以上の結果から TV を信頼する方は手法や対策より

結果のみ関心ある傾向があり、影響範囲・使用可能性

も鑑みると、国の施策としては SNS 以外のインターネ

ットが効果的である。 

 更に、最も信頼できる手段が、TV:科学技術関心度低、

インターネット:同高とそれ以外の手段を基準とした

目的変量(3)を設定し、M-Logit・AIC-s で両者の回答

者属性の差異から関心度向上策を探った。最適モデル

から、TV:科学技術関心度低、インターネット:同高、

が再現された。 

通常法：AIC=10904,df=112,BIC=11642,1-G=0.491 

分割法：AIC=10825,df=154,BIC=11840,1-G=0.504 

属性:TV 女性・主婦が多く、大卒/院卒は少ない 

インターネット 男性・未婚・25-29 歳が多い 

関心:TV レアアース代替品研究開発、東日本大震災原

子力発電所事故影響に関心なし 

インターネット インターネット利用犯罪に関心あり、

日本人宇宙飛行士 ISS 活動に関心なし 

科学技術寄与:TV CO2削減等低炭素社会実現に期待する。 

インターネット 自然環境保全/環境浄化技術の向上に

期待する。 

社会実現重視:TV 高水準医療提供を重視するが、日本

学問水準向上を重視せず 

以上から、インターネットを最も信頼する回答者は、

身近な問題より、技術的・専門的課題に強く関心を持

つ傾向がある。 

手段から情報を得た回答者が影響を及ぼし得る対象

者のうち最も可能性が高いのは同居者、特に子どもと

推測される。逆に子どもがいるために回答者の意見が

変化することも考えられる。そこで次に、同居子ども

の年齢別に関心度を比較する。 

4. 科学技術関心度：同居子ども学齢別 

 
図表 8 学齢別同居子ども人数の観測度数(2010 年 4 月

-11 年 3 月) 

 

・科学技術関心度と学齢別標本数のカイ二乗独立性検

定:幼児 P 値=0.000,小学生 P 値=0.744,中学生 P 値

=0.154,高校生等 P 値=0.169,大学生等 P 値=0.065,大

学院生 P 値=0.031,未婚社会人 P 値=0.018,既婚社会

人 P 値=0.985,その他 P 値=0.366 

・CA 検定：幼児 P 値=0.000,小学生 P 値=0.664,中学

生 P 値=0.196,高校生等 P 値=0.064,大学生等 P 値

=0.010,大学院生 P 値=0.016,未婚社会人 P 値=0.498,

既婚社会人 P 値=0.867,その他 P 値=0.398 となる。 

【同居子ども幼児(図表 9)】 

通常法：AIC=2127,df= 81,BIC=2712,1-G=0.962 

分割法：AIC=1595,df=373,BIC=4291,1-G=0.986 

科学技術関心度やや高 

・男性・15-49 歳・事務職・TV1-2 台・年収 100 万円未

満が多く、感染症対策ワクチン接種に関心あり。宇宙

海洋等未知領域解明の社会実現を重視 

【同居子ども小学生】 
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通常法：AIC=3417,df= 79,BIC=3988,1-G=0.928 

分割法：AIC=2143,df=379,BIC=4882,1-G=0.975 

科学技術関心度やや高 

・30-49 歳・年収 100-200 万円未満が多い 

・食の安全確保に科学技術の寄与を期待 

 
図表 9 子ども(幼児)と同居する人・そうでない人と科

学技術関心度との関係(n=10,163) 
 

【同居子ども大学院生】 

通常法：AIC=410,df=122,BIC=1292,1-G=0.998 

分割法：AIC=402,df=139,BIC=1407,1-G=0.998 

科学技術関心度やや高 

・25-29/50-64 歳・携帯 PHS3 台以上が多く、NASA 宇宙

開発・ノーベル賞受賞・電気自動車開発進展普及促進

に関心あり、感染症対策ワクチン接種に関心なし。 

・資源エネルギー問題解決・高齢者自立生活社会実現・

快適住環境確保に科学技術の寄与を期待。課題解決国

公的機関研究開発・インフルエンザ等感染症対策推

進・安全安心原子力開発利用・宇宙海洋等未知領域解

明・自然環境保全環境浄化技術向上・仕事生活利便性

向上の社会実現を重視。 

 以上の結果から、特に幼児・児童(小学生まで)の子

どもと同居する場合、科学技術関心度がやや高い。想

定される理由としては、 

・育児・子育てに求められる科学技術 

例：感染症対策ワクチン接種、食の安全確保 

・当該子の将来への期待 

例：宇宙海洋等未知領域解明の社会実現 

これらのニーズに応える施策も必要であるとともに、

回答者の年齢も検討すべきである。 

5. 科学技術関心度：若年回答者年齢別 

・科学技術関心度と若年回答者年齢別標本数のカイ二

乗独立性検定：冒頭数字は標本数 

15 歳 前 131:P 値 = 0.009, 後  24:P 値 = 0.936 

16 歳 前 229:P 値 = 0.004, 後  95:P 値 = 0.590 

17 歳 前 274:P 値 = 0.008, 後 155:P 値 = 0.290 

18 歳 前 410:P 値 = 0.000, 後 190:P 値 = 0.012 

19 歳 前 648:P 値 = 0.006, 後 350:P 値 = 0.301 

20+21 歳 前 187:P 値 = 0.427, 後 140:P 値 = 0.027 

21+22 歳 前 213:P 値 = 0.239, 後 165:P 値 = 0.023 

22+23 歳 前 249:P 値 = 0.126, 後 160:P 値 = 0.110 

23+24 歳 前 268:P 値 = 0.315, 後 140:P 値 = 0.015 

・CA 検定 

15 歳 前:P 値 = 0.327, 後:P 値 = 0.638 

16 歳 前:P 値 = 0.817, 後:P 値 = 0.516 

 17 歳 前:P 値 = 0.048, 後:P 値 = 0.762 

 18 歳 前:P 値 = 0.687, 後:P 値 = 0.380 

 19 歳 前:P 値 = 0.296, 後:P 値 = 0.190 

20+21 歳 前:P 値 = 0.315, 後:P 値 = 0.065 

21+22 歳 前:P 値 = 0.423, 後:P 値 = 0.338 

22+23 歳 前:P 値 = 0.789, 後:P 値 = 0.859 

23+24 歳 前:P 値 = 0.474, 後:P 値 = 0.978 

 
図表 10 回答者が 17 歳か否かと科学技術関心度との関

係(前期 n=10,163) 
 

【17 歳回答者(図表 10)】 

前 通常法:AIC=1577,df=96,BIC=2271,1-G=0.975 

 分割法:AIC=1566,df=118,BIC=2419,1-G=0.976 

・科学技術関心度高、日本人宇宙飛行士の ISS 活動・

省エネに関心なし 

後 通常法:AIC=586,df=45,BIC=882,1-G=0.977 

分割法:AIC=561,df=40,BIC=825,1-G=0.978 

・インターネット利用犯罪に関心なし 

【科学技術寄与】前:高齢者自立生活社会実現に期待せ

ず 

後:高齢者自立生活社会実現・自然環境保全環境浄化技

術向上に期待する 

【社会実現重視】前:安全安心原子力開発利用・課題解

決国公的機関研究開発を重視する 

後:大学等研究教育積極的支援・テロ等不安脅威解消を

重視し、社会経済活動革新研究成果実用化・CO2 削減

等低炭素社会実現・高齢者自立生活社会実現を重視せ

ず 

【18 歳回答者】 

前 通常法:AIC=2607,df=77,BIC=3163,1-G=0.960 

  分割法:AIC=2574,df=126,BIC=3485,1-G=0.959 

・科学技術関心度やや低、PC1 台が多く、電気自動車

開発進展普及促進に関心なし 

後 通常法:AIC=1128,df=60,BIC=1524,1-G=0.967 

  分割法:AIC=1107,df=80,BIC=1634,1-G=0.969 

・インターネット利用犯罪に関心あり、NASA 宇宙開発

に関心なし 

【科学技術寄与】前:食安全確保に期待 

後:自然環境保全環境浄化技術向上に期待せず 

【社会実現重視】前:自然環境保全環境浄化技術向上を

重視、CO2 削減等低炭素社会実現を重視せず 

後:課題解決国公的機関研究開発を重視、社会経済活動

革新研究成果実用化を重視せず 

 

 
図表 6 TV を最も信頼する人・そうでない人と科学技術

関心度との関係(n=5,370) 
 

【専門書や学術雑誌】 

通常法：AIC=926,df=61,BIC=1328,1-G=0.981 

分割法：AIC=896,df=49,BIC=1219,1-G=0.981 

科学技術関心度高 

・技術的職業/学生が多く、iPS 細胞研究実用化・イン

ターネット利用犯罪に関心あり、緊急地震速報システ

ムに関心なし。大学等研究教育への積極的な支援・イ

ンフルエンザ等感染症対策推進を重視し、資源再生利

用等循環型社会実現の科学技術寄与を期待しない。 

 
図表 7 インターネットを最も信頼する人・そうでない

人と科学技術関心度との関係(n=5,370) 
 

【インターネット(SNS 以外の web サイト)図表 7】 

通常法：AIC=5062,df=67,BIC=5503,1-G=0.800 

分割法：AIC=5032,df=96,BIC=5665,1-G=0.804 

科学技術関心度高 

・男性・東京・25-39 歳が多く、東日本大震災原子力

発電所事故影響・インターネット利用犯罪に関心あり、

日本人宇宙飛行士 ISS 活動に関心なし。 

宇宙海洋等未知領域解明に科学技術寄与を期待し、

CO2 削減等低炭素社会実現に期待せず。社会経済活動

革新研究成果実用化・食安全確保を重視し、課題解決

国公的機関研究開発を重視せず。 

以上の結果から TV を信頼する方は手法や対策より

結果のみ関心ある傾向があり、影響範囲・使用可能性

も鑑みると、国の施策としては SNS 以外のインターネ

ットが効果的である。 

 更に、最も信頼できる手段が、TV:科学技術関心度低、

インターネット:同高とそれ以外の手段を基準とした

目的変量(3)を設定し、M-Logit・AIC-s で両者の回答

者属性の差異から関心度向上策を探った。最適モデル

から、TV:科学技術関心度低、インターネット:同高、

が再現された。 

通常法：AIC=10904,df=112,BIC=11642,1-G=0.491 

分割法：AIC=10825,df=154,BIC=11840,1-G=0.504 

属性:TV 女性・主婦が多く、大卒/院卒は少ない 

インターネット 男性・未婚・25-29 歳が多い 

関心:TV レアアース代替品研究開発、東日本大震災原

子力発電所事故影響に関心なし 

インターネット インターネット利用犯罪に関心あり、

日本人宇宙飛行士 ISS 活動に関心なし 

科学技術寄与:TV CO2削減等低炭素社会実現に期待する。 

インターネット 自然環境保全/環境浄化技術の向上に

期待する。 

社会実現重視:TV 高水準医療提供を重視するが、日本

学問水準向上を重視せず 

以上から、インターネットを最も信頼する回答者は、

身近な問題より、技術的・専門的課題に強く関心を持

つ傾向がある。 

手段から情報を得た回答者が影響を及ぼし得る対象

者のうち最も可能性が高いのは同居者、特に子どもと

推測される。逆に子どもがいるために回答者の意見が

変化することも考えられる。そこで次に、同居子ども

の年齢別に関心度を比較する。 

4. 科学技術関心度：同居子ども学齢別 

 
図表 8 学齢別同居子ども人数の観測度数(2010 年 4 月

-11 年 3 月) 

 

・科学技術関心度と学齢別標本数のカイ二乗独立性検

定:幼児 P 値=0.000,小学生 P 値=0.744,中学生 P 値

=0.154,高校生等 P 値=0.169,大学生等 P 値=0.065,大

学院生 P 値=0.031,未婚社会人 P 値=0.018,既婚社会

人 P 値=0.985,その他 P 値=0.366 

・CA 検定：幼児 P 値=0.000,小学生 P 値=0.664,中学

生 P 値=0.196,高校生等 P 値=0.064,大学生等 P 値

=0.010,大学院生 P 値=0.016,未婚社会人 P 値=0.498,

既婚社会人 P 値=0.867,その他 P 値=0.398 となる。 

【同居子ども幼児(図表 9)】 

通常法：AIC=2127,df= 81,BIC=2712,1-G=0.962 

分割法：AIC=1595,df=373,BIC=4291,1-G=0.986 

科学技術関心度やや高 

・男性・15-49 歳・事務職・TV1-2 台・年収 100 万円未

満が多く、感染症対策ワクチン接種に関心あり。宇宙

海洋等未知領域解明の社会実現を重視 

【同居子ども小学生】 
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1Ｉ０６ 

DEA を用いた自治体における環境への取り組みの評価 

 

 
○湯舟 勇介，梶山 朋子，大内 紀知 (青山学院大学) 

 

 

 
1. 序 論 

1.1 研究背景 

 かつての地方自治体(以下、自治体)に求められる

ことは、地域経済活動の活性化、行政活動の充実な

どが中心であった。しかし、現代の自治体は、これ

らに加えて、環境問題の深刻化に伴う環境対策の推

進も強く求められている。すなわち、現代の自治体

には、経済や行政サービスに加え、環境を含めた総

合的な自治体のパフォーマンスを向上と、その実現

に向けた環境への取り組みが必要とされている。 
しかし、これらの実現に向けて、自治体の政策立

案者は、(1)経済と行政サービス、環境を考慮した総

合的なパフォーマンスを計測する評価指標がない、

(2)それぞれの自治体が、環境への取り組みとして、

どの自治体を参考にすべきかわからないという課題

を抱えている。 
 
1.2 既存研究 

 これまで、自治体の環境を含めたパフォーマンス

に関する研究では、評価指標として CO2 排出量そ

のものが多く用いられてきた。例えば、長谷川(2006)
は、1995 年における日本の CO2 排出量を都道府県

別に推計し分析を行っている。また、GDP 当たりの

CO2排出量(CO2排出量/GDP)を用いた分析も多い。

CO2 排出量/GDP での評価は、経済活動と環境の両

面を考慮した評価指標になっている。しかし、自治

体にとって重要な行政サービスは考慮できていない。

そのため、経済と行政サービス、環境を考慮した総

合的なパフォーマンスの評価が求められている。 
環境への取り組みの評価、すなわちどれだけ環境

パフォーマンスが向上したかの評価については、

CO2 排出量などの評価指標の値や順位を時系列で

比較することによって検証されてきた (長谷川

(2008)など)。しかし、環境への取り組みが効果を出

さなくても、経済活動が停滞している場合には、

CO2 排出量は減少することがあることを考えると、

純粋に環境への取り組みを評価する指標としては問

題がある。また、地域性や政策の方針が異なる自治

体の環境への取り組みを比較しても、参考にすべき

自治体をみつけることは難しい。 

 
1.3 研究目的 

 以上の議論を踏まえ、本研究の目的は、(1)経済、

行政サービス、環境を含めた総合的な自治体の活動

のパフォーマンス評価を行うこと、(2)各自治体にと

って総合的なパフォーマンスを向上させるために効

果的な環境への取り組みの参考とすべき自治体を示

すことである。 
 
2. 分析のフレームワーク 

2.1 分析の概要 

 本研究では大きく分けて 2 つの分析を行う。 
分析 1 では、経済・行政サービス・環境を考慮し

た自治体の総合的な評価を行うとともに、特徴が似

た自治体にグループ分けを行う。 
分析 2 では、環境への取り組みの評価を行い、特

徴が似た自治体の中で、参考とすべき自治体を示す。 
 

2.2 DEA・CCR モデル1 

本研究では、多次元尺度で、相対的観点からの評

価指標が必要となる。そこで、分析 1・分析 2 とも 
DEA (Data Envelopment Analysis)の基本的なモデ

ルである CCR (Charnes, Cooper,  Rhodes) モデル

を用いて分析を行う。 
DEAはCharnes et al (1978)によって考案された

経営分析手法の 1 つであり、政府や学校など、公共

団体の評価手法としても使われている。 
事業体の活動は、資源を投入し便益を出力する変

換過程とみることができる。このとき、(出力／入力)
の比を用いて、その事業体の効率性を測定するのが

比率尺度である。同種の入力と出力を持つ事業体が

複数個ある場合、この比率尺度の大小によってそれ

らの相対比較を行うことが可能になる。DEA におい

て、この比率尺度が高い(つまり、より少ない入力で

多くの出力を得る)事業体が効率的である。 
CCR モデルは DEA の基本的なモデルであり、以

下の分数計画問題から効率性が算出される。 
 
                                                  
1 本節での DEA の説明は末吉(2001)を参考にして

いる。 

6. 科学技術関心度：ゆとり教育の影響 

 近年、国民の科学技術に対する関心(学習度ではな

い)に影響を及ぼした可能性のある国の施策にゆとり

教育が考えられる。しかし、本調査では回答者や同居

子どもがゆとり教育をどの程度・期間受けたか(以下ゆ

とり教育度)は訊いてない。そこで、ゆとり教育の実施

期間(図表 11)と回答者の年齢、性別、居住都道府県と

学校基本調査(基幹統計)から、国公立の小中高等学校

の生徒数割合を求め、ゆとり教育度を推測した。本調

査の主な実施時期である 2010 年時点の小中高校生は

全てゆとり教育を受け、15 歳以上で、23 歳(2010 年時

点)までの回答者はゆとり教育を受けてきた。 

 
図表 11 ゆとり教育実施期間(横)と生徒の生年(縦) 

(Wikipedia から抜粋) 

 

一方、同居子どもの学齢(4.)の年齢は不明のため、こ

こでは平均と重みを考慮して、小学生→小学 3.5 年生

(8.5 歳)、中学生→中学 2 年生(14 歳)、高校生等→高

校 2 年生(17 歳)、大学生等→大学 2 年生(20 歳)、大学

院生→23 歳、と読み替える。 

 以上から回答者本人のゆとり教育度、同居子どもの

ゆとり教育度を順序尺度としてデータに附与して、科

学技術関心度に対するゆとり教育の影響を調べた。年

齢や地域などの効果も含めて M-Logit, AIC-s で最適モ

デルを探索した。 

その結果、回答者本人のゆとり教育度が低いほど、

科学技術関心度がやや高い一方、同居子どものゆとり

教育度が高いほど親の科学技術関心度は高まる可能性

が高い。一見矛盾した現象と思われるが、夏休みの自

由工作的な現象、つまりゆとり教育とは、科学技術へ

の関心に対して、学習を受けた本人よりもその親に与

える影響が大きかったと考えられる。また、ゆとり教

育による手段の有無、インターネット利用時間、同居

子ども学齢への影響は計算中である。 

 いずれにしても、特にゆとり教育の影響に関する考

察は明示的な回答データはなく、主に性別・地域遍在

性に頼って算出しているため、補助的な推測の域を出

ない。今後、具体的な政策提案に資するためには、追

加的調査が必要となる。 

 

Ⅳ.まとめ 

(1) 分析例：科学技術関心度の向上方策 

PC を有し、ネット利用 40 時間以上(前)、インター

ネット/専門書や学術雑誌/友人・知人・職場同僚との

会話を最も信頼している人(後)。同居子ども幼児/小学

生/大学院生/その他(前)がいる人:科学技術関心度高 

(2) ネット利用 1-5 時間(前)、テレビを最も信頼して

いる人(後)：科学技術関心度低 

(3) 17 歳では科学技術関心度高い一方、18 歳では科学

技術関心度やや低： 

→ 短期案：入試や大学が科学技術関心度を低下させ

る？web などインターネット情報提供の有効な方策を

調査・実施 

  長期案：科学技術に関心を持つ時期(17 歳)前に、

継続的な関心を持てるような方策の検討 
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